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【原著論文】

1．はじめに

　COVID－19 への対応では，欧米を中心に多く

の国々が「ロックダウン」と呼ばれる強制的な

措置をとったのに対し，日本では緊急事態宣言

は出されたものの，非強制的な「自粛」の要請

にとどまった．しかし，緊急事態宣言の発令期

新聞メディアはCOVID-19 をどう報じたか？
―全国紙における「接触 8割減」の内容分析―
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SUMMARY
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間中，人々の外出行動は大幅に減少したことが

確認されている［1］．非強制的な要請にもかかわ

らず，なぜ人々が外出自粛や協力行動をとった

のかについては，社会科学的な知見が徐々に蓄

積されつつある［2］．本研究も同じ問題意識を共

有しつつ，人々の外出自粛がどのように喚起さ

れたのか，その過程におけるメディアの役割に
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着目する．なかでも，緊急事態宣言期間中に掲

げられた「人と人との接触を 8 割減らす」（以

下，「接触 8 割減」）という言説が新聞メディア

でどのように報じられたのかを分析し，人々の

自粛や協力行動におけるメディアの役割を考察

する．

　感染症とメディアという研究領域においては，

近年ソーシャル・メディアを分析対象とする研

究が増加しつつある．Twitter をはじめとする

ソーシャル・メディアが感染症の拡大防止や予

防において果たしうる役割を肯定的に論じるも

のから［3］，有効性の実証されていない対策や誤

情報の氾濫に対する危機感を強調するものま

で［4］，現代の情報環境に対する評価は一様でな

い．COVID－19 への対応においても，「インフ

ォデミック」という表現に象徴されるように，

急激かつ大量な情報の生成・流通・消費過程へ

の注目が集まっており［5］［6］，ソーシャル・メデ

ィアを対象とした研究が蓄積されつつある［7］．

　こうしたソーシャル・メディアの普及と相ま

って，新聞メディアの存在感は徐々に低下しつ

つある．日本においても，新聞の購読者数や閲

覧時間の減少等から，情報媒体としての新聞の

相対的地位が低下傾向にあるという「新聞離れ」

の指摘もある［8］．一方で，気候変動問題のよう

に科学と政治とが複雑に絡み合う問題について

は，新聞メディアが政治言説の構築に及ぼす影

響は大きいとの研究がある［9］．また，WEB メ

ディアと比べて速報性には劣るものの，新聞の

情報蓄積機能や落ち着いて情報を確認できる機

能など，災害時における新聞メディア独自の役

割を強調する見方がある［10］．感染症対策の分野

では，TV やソーシャル・メディアと対比して，

プリントメディアとしての新聞が，人々の問題

認識や議題設定・構築において大きな役割を果

たしているとの示唆もある［11］［12］．これらの既存

研究を踏まえ，COVID－19 が専門知と政治との

関係性が鋭く問われる新興感染症であることに

鑑みれば，伝統的な情報媒体である新聞メディ

アを分析対象とすることの意義は依然として小

さくないと考えられる．

2．本研究の問い

　本研究の目的は，伝統的なメディアの 1 つで

ある新聞に着目し，日本の新聞メディアが「接

触 8 割減」をどのように報じたのかを，メディ

ア分析の主な方法論の一つである内容分析

（content analysis）によって明らかにすること

にある．その上で，「接触 8 割減」をめぐるメデ

ィア報道が日本の COVID－19 対応に与えた影響

や，複雑化する情報環境における新聞報道の位

置づけ等について考察を行う．

　マス・コミュニケーション研究の分野では，

メディアの持つアジェンダ設定機能について，

1970 年代から多くの蓄積がある［13］［14］．竹下

（2008）は，多くの実証研究を踏まえ，「マスメ

ディアで，ある争点やトピックが強調されれば

されるほど，その争点やトピックに対する人び

との重要性の認識も高まる」［15］という形でアジ

ェンダ設定機能を定義している。メディアで強

調されるアジェンダ，すなわち顕出性（salience）

を持った論点を，可能な限り体系的・実証的か

つ再現可能な形で明らかにすべく，内容分析の

手法は様々に発展を遂げてきた［16］［17］［18］．本研

究では，内容分析の標準的な方法論に基づ

き［19］［20］，特に下記の2点に着目して分析を行う．

◦ 「接触 8 割減」は，新聞媒体においてどのよ

うに報じられたのか？　時系列的な変化や新

聞社間での違いは見られるか？

◦ 「接触 8 割減」を報じた記事は，人々の行動

を強く喚起するような表象を帯びていたか？　

帯びている場合，行動を喚起する発話の主な

主体は誰か？

　科学技術社会学等の研究がこれまで明らかに



－ 59 －

新聞メディアはCOVID-19 をどう報じたか？（菅原・小林・長井）

してきたように，現代社会において「数」や定

量化に支えられた専門知は多様な権力性や政治

性を持ちうるが［21］［22］，これは COVID－19 への

対応にも顕著に当てはまると言えよう．COVID－

19 をめぐる言説空間では，国内外を問わず，

日々の感染者増加数や死者数，数理モデルに基

づいた予測感染者数といった「数」が強調され

る傾向にある［23］．COVID－19に関わる「数」は，

新聞メディアにおいてどのように表象されたの

か―これが本研究の第一の問いである．日本

の言説空間に着目したとき，COVID－19 対応に

関連して最も強調された「数」は，「3 密」と

「接触 8 割減」であると言っても差し支えないで

あろう．本研究では，緊急事態宣言とともに登

場した「接触 8 割減」を対象として，それが帯

びる「科学的」な表象（数値や図表や専門家の

発言等）にも焦点を当てた分析を行う．

　第二の問いは，「接触 8 割減」をめぐる新聞報

道の表象が日本の COVID－19 対応にどう作用し

たのか，という点に関わるものである．

　言語行為論の流れを汲むメディア分析や社会

的表象理論では，メディア表象が現実世界の解

釈や構築のあり方に大きな影響を及ぼすとの見

方をとってきた［24］［25］．感染症をめぐるメディア

分析研究でも，メディア表象が感染症のイメー

ジや対策をどのように規定し，人々の対策や行

動を促し，あるいは特定の側面を不可視化して

きたのか，等の点に着目した分析が行われてき

た［26］［27］．

　危機や災害をめぐるメディア表象という観点

からは，メディアによる人々の恐怖喚起という

点も注目される．メディアが人々の恐怖を煽る

という考え方は，実務者や科学者の間で伝統的

に根強く見られる［28］．一方，現実の危機時には，

メディアは必ずしも恐怖を煽るわけではなく，

むしろ恐怖を和らげるような論調が支配的であ

ったとする分析もある［29］．

　公衆衛生や感染症の分野でもメディア分析に

ついて相当の研究蓄積があるが，メディアによ

る恐怖喚起については見方が一様でない．例え

ば，近年の新興感染症の一つである SARS（重

症急性呼吸器症候群）をめぐるメディア分析で

は，メディア報道が SARS の実態に比して過剰

でありセンセーショナルであったとする見方が

ある一方［30］，一部の国々では比較的冷静な報道

に終始し，報道内容も公衆衛生当局による情報

と大きく乖離していなかったとする分析もあ

る［31］．

　COVID－19 をめぐっては，主として WEB メ

ディアにおいて，既存のメディアが人々のパニ

ックや不合理な政策対応を助長してきたとの論

調が目立つが［32］，実際の新聞報道は“ media 

hype”［33］を作り出したと言えるだろうか？　本

研究では，「接触 8 割減」に関する新聞報道が，

人々の自粛行動等を強く喚起するような表象を

どの程度帯びていたのかを，内容分析を通じて

考察する．

3．研究の方法

　前述の目的を果たすため，本研究では，分析

者 3 名（いずれも本論文の著者）によるヒュー

マン・コーディングによって新聞報道のパター

ンを特定し，これをもとに定性的な分析を通じ

てアジェンダを明らかにするという方法をとっ

た．感染症分野における定性的なメディア分析

研究は，Sontag によるメタファーの研究［34］に

始まり，近年では Washer や Nerlich らの研究

など多数挙げられ［35］［36］，本研究もこれらの延長

上に位置付けられる．

3.1　本研究の実施手順

　本研究では，まず図 1 の手順に従って，新聞

報道の内容分析を行った．

　まず，分析対象とする記事のデータベース
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（DB）を作成した．5 大全国紙のオンライン DB

から，「コロナ」「接触」「8 割」の単語群を全て

含む記事を検索した1）．朝刊・夕刊とも分析対

象に含めている．ただし，新聞社間の記事数比

較等の観点から東京発行版の本紙記事のみを対

象とし，地域本社発行版や地域面の記事は除外

した．記事検索の対象期間は，2020 年 4 月 1 日

から 6 月 30 日までの 3 か月間に設定した．この

期間中，緊急事態宣言の発令・延長が行われ，

メディア空間において「接触 8 割減」が最も顕

著に語られた時期と考えられるからである．

　この結果，計 324 件（朝日 61 件，読売 62 件，

毎日 81 件，日経 49 件，産経 71 件）の記事を抽

出した．このうち，「接触 8 割減」に直接言及し

ていない記事や，重複している記事，1 週間の

ニュースの見出しのみをまとめた記事を除外し，

最終的に 280 件（朝日 49 件，読売 52 件，毎日

67 件，日経 44 件，産経 68 件）を分析対象記事

とした．これらの記事群に新聞社別・日付順に

番号を付し，記事 DB を作成した．

　次に，アジェンダの同定を行うため，分析対

象記事のコーディングを行った．まず，作成し

た記事 DB のうち 3 紙（朝日・読売・日経）の

記事を読んで予備的分析を行い，コーディング

に用いる分類枠組みを検討した．この分類枠組

みを用いて，記事 DB に含まれる 5 大紙全ての

記事を対象に，分析者 3 名がそれぞれ精読し，

コーディングを行った．分析者間の一致率を測

る Krippendorff のα係数を算出したところ，α

＝ 0.732 であった．一般に求められるα係数の

値は 0.8 以上だが，仮の結論が許容される場合

には 0.667 以上とされるため［37］，分析者間の信

頼性は概ね許容範囲内であったと言える．分類

が一致しなかった記事については，分析者 3 名

の間で一つ一つ議論を重ね，最終的には記事 DB

中の全ての記事について 1 記事 1 分類となるよ

う，コーディング結果を確定させた．

　このコーディング結果から見出される記事の

パターンをもとに，新聞メディアで強調された

アジェンダを同定し，その時系列的変化を見出

すとともに，新聞社間での比較分析も行った．

これらの分析を踏まえて，新聞報道が日本の

COVID－19 対応に与えた影響や，周辺化された

論点等について考察を行った．

3.2　本研究におけるコーディング

　ここで，本研究で採用したコーディングの詳

細について述べる（図 2）．前述のように，本研

究の着眼点の一つは，「接触 8 割減」の報道が

人々の行動を強く喚起するような表象を伴って

いたのか，という点にある．このため，「接触 8

割減」の実現に向けて読み手の態度形成や行動

変容を促すような表現（以下，便宜的に「行動

喚起表現」と呼ぶ）が含まれているか否かを，

第一の分類基準とした．

　ここでいう「行動喚起表現」には，「首相は記

者会見で…を要請した」や「専門家は…という

行動が必要だと警鐘を鳴らす」のように，直接

的に読み手の行動を促す表現に加え，「専門家は

…と危機感を表明した」や「…しなければ感染

図 1　本研究の手順
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拡大が止まらないおそれがある」のように，読

み手の注意を惹き間接的に行動変容を促すよう

な表現をも含めた．これは，予備的分析から両

者の表現がしばしば混在していることが判明し

たのに加え，先行研究でも両者を敢えて区別せ

ず扱っていることに倣ったものである．例えば

Nerlich and Halliday（ 2007 ）は，“ warn ”の

ような直接的表現に加え，“frighten”や“alarm”

などの間接的表現をも含め，科学とメディアと

の相互作用を通じて人々の期待を作り出すもの

と捉えて分析を行っている［38］．

　この分類に従い，「行動喚起表現」を含まない

ものは，「分類Ⅰ：非喚起報道」とした．ただ

し，人々の行動変容を喚起するような表現であ

っても，「接触 8 割減」の実現とは関連性の薄い

ものは，これに数えていない．例えば「手洗い

でウイルスの量を 100 分の 1 に減らすなど感染

機会の削減を心掛ければ，人との接触を 8 割減

らさなくても 8 割以上の感染阻止が可能」［39］と

いう専門家の発言を紹介した記事は，人々の外

出自粛とは逆方向のイメージを喚起する表現で

あるため，本研究での「行動喚起表現」には該

当しないものとしている．

　また，行動喚起の要請や主張が，主な読み手

である一般の人々ではなく，政府や他の主体に

対して投げかけられたものの場合には，「行動喚

起表現」には該当しないとした．これは，人々

の行動喚起におけるメディアの役割を分析する

という本研究の主眼を優先したためである．そ

れゆえ，同じ「非喚起報道」という分類であっ

ても，事実のみを報じた記事もあれば，政府批

判等の主張を強く含んだ記事も含まれている．

そこで，「分類Ⅰ」の下位分類として，主張をほ

とんど含んでいない「分類 I－1：事実報道」，政

府批判の色彩が強い「分類 I－2：政府批判」，街

の人々の意見や読者投稿などが中心の「分類 I－

3：街の声」を設定し，補足的な分析を行った．

　なお，人々に対する外出自粛の喚起と政府に

対する要請等が併存している場合には，その内

容を吟味して，記事全体として支配的と考えら

れる論調を考慮して分類を行った．実際，予備

的な分析を通じて，首相の記者会見や政府によ

図 2　コーディングの詳細
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る公的な方針，専門家の発言，記者や新聞社の

主張が，多くの記事で混在していることが判明

した．本論文でヒューマン・コーディングを採

用した背景には，このような記事の特性に鑑み，

その具体的な内容に即して分類を行いたいとの

狙いがある．

　「行動喚起表現」を含むものと判断した記事に

ついては，その表現の主な発話主体が誰かを同

定し，さらなる分類を行った．

　専門家の危機感を表明するような発言を直接

引用する，あるいは専門家による現状認識や将

来予測等をもとにして人々の行動変容を喚起す

るような表象が前景化している記事は，「分類

II：専門知の強調」としてコーディングした．こ

の類型は，「行動喚起表現」が専門知や専門家の

発言等によって権威付けされていることを意味

する．なお，ここでは多くの読者の受け止め方

を考慮に入れ，政府の専門家会議等の政策プロ

セスに直接的に関与している感染症疫学やウイ

ルス学等の専門家のみならず，医療現場の状況

を踏まえて医療崩壊の危機を訴える医師や看護

師の発言や，「ロックダウン」をめぐる法制度論

的な見解など人文・社会科学系研究者の発言を

も，幅広く「専門家」の発言として扱うことと

した．

　また，「行動喚起表現」を含む政治家の会見や

政府の方針等を，直接引用ないし参照した形で

構成されている記事は，「分類 III：政治的要請

の伝達」とした．この類型では，政府からの要

請や政治家の発言を特段の価値判断を行うこと

なく読み手に伝える，透明な媒体としてのメデ

ィアという側面が強調される．

　一方，上記の 2 分類とは異なり，メディア自

身が「行動喚起表現」の主な発話主体と特定で

きる場合には，「分類 IV：メディア主導の喚起」

とした．この分類に含まれる典型は，各紙の社

説である．このほか，政治家の発言よりも強い

論調で読み手への訴えかけを行っている記事や，

専門家の意図とは異なる内容でメディア自身の

主張が加えられている記事も，これに該当する

ものとした．

　本研究では，この分類 IV に該当する記事を，

メディアによる過剰な恐怖喚起の可能性がある

ものとして位置づける．既存研究では，メディ

ア報道が過度に警告的であったかどうかを，公

衆衛生当局（各国政府・自治体や世界保健機関

等）の出す情報ソースに基づいているかどうか，

という観点から分析しているものが多く［40］，本

研究の分類もこれに倣った．

　なお，複数の発話主体が混在する場合，たと

えば，1 つの記事が専門家と政治家の発言を同

時に引用し，双方とも「行動喚起表現」を含ん

でいる場合には，記事全体の論調を踏まえた上

で，支配的と考えられる発話主体を特定して分

類を行った．

4．結果

　本章ではまず，「接触 8 割減」に関する新聞記

事の増減傾向を概観した上で，コーディングの

結果を踏まえて同定したアジェンダの時系列的

な変化について述べる．

4.1　記事数の変化

　まず，「接触 8 割減」を含む記事数の全体的な

傾向を示す．図 3 は，一週間ごとの各紙記事数

を合計したものである．一週間という単位で時

系列的変化を見るという手法は先行研究でも採

用されており［41］，感染症のメディア研究では一

般的である．週末にはPCR検査数減少のため感

染者数の増加が見かけ上は落ち着くこと，感染

者の増加ペースと報道量とがある程度相関して

いると推認されることから，本研究では月曜～

日曜を 1 つのサイクルとして集計した．なお，

曜日サイクルの関係上，4 月 5 日以前と 6 月 29
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日以降の記事は集計対象外となっており，当該

期間に掲載された 2 つの記事を除いた 279 記事

を対象としてグラフを作成している．

　全紙合計の記事数は 4 月 27 日～5 月 3 日の週

を境に減少傾向に転じ，その後は大幅な増加傾

向を見ていない．このピークは，4 月末から 5

月初旬の緊急事態宣言の延長をめぐる議論の時

期と重なっている．

　図 4 は，各紙ごとの記事数を示したものであ

る．毎日は 4 月 2 週目に，読売は 4 月 4 週目に

記事数のピークがあるなど，各紙の傾向に若干

の違いはあるものの，5 月 3 日を超えると記事

数が減少に向かうという点は全紙に共通してい

る．全国を対象とした緊急事態宣言は 5 月 14 日

まで，首都圏と北海道では 5 月 25 日まで継続し

ているため，この期間中は「接触 8 割減」を含

む記事が登場し続けてもよいはずであるが，5

月 4 日の週以降は急速に語られなくなる点が特
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図 4　各紙における記事数の週ごとの推移（縦軸は記事数）
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図 3　「接触 8割減」報道量の週ごとの変化（縦軸は記事数）
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徴的である．

　この背景の一つとして，この時期に政府の出

すメッセージの焦点が変化したことが挙げられ

る．4 月の緊急事態宣言中は，首相の記者会見

や政府の要請等で「接触 8 割減」が繰り返し語

られ，新聞報道でもこれらが度々引用された．

しかし，ゴールデンウィークを境として，「接触

8 割減」という数値を伴う後ろ向きの表象から，

「新しい生活様式」という定性的・包括的で前向

きな表象へと，政府による言説が切り替わって

いき，新聞の報道量もこの変化を反映したもの

と見ることができる．

4.2　アジェンダ設定の時系列的変化

　上記の記事数の変化やコーディングの結果，

ならびに COVID－19 をめぐる政策的な文脈を踏

まえ，当該期間中の新聞報道を，① 4 月 1 日～

4 月 19 日，② 4 月 20 日～5 月 3 日，③ 5 月 4 日

～6 月 30 日の 3 つのフェーズに区分した．各フ

ェーズにおける「接触 8 割減」の報じられ方を

記事の類型を踏まえて分析し，各時期に特徴的

なアジェンダを同定した．

　以下，各フェーズにおける政策的文脈に言及

しつつ，分析から見出されたアジェンダ設定の

変化動向を述べる．

4.2.1　�フェーズ 1（4月 1日～4月 19 日）：�

「目標の社会的認知」

　当該期間中の 4 月 7 日には 7 都府県を対象に

緊急事態宣言が出され，その際の首相記者会見

にて，人と人との接触を「最低 7 割，極力 8 割」

減らす，との表現が初めて用いられた．4 月 16

日には緊急事態宣言の対象が全国に拡大され，

13 都道府県は「特定警戒都道府県」に指定され

た．

　表 1 に示すように，このフェーズでは「政治

的要請の伝達」に分類される記事が最も多く，

全体の 4 割超を占めている．これは，上記のよ

うな緊急事態宣言をめぐる政治的情勢に呼応し

て，多くの記事が緊急事態関連の情報を取り上

げ，「接触 8 割減」を各紙がそのまま紙面に表し

たことが要因と考えられる［42］．当該期間中，最

も記事が多かった新聞は毎日，最も少なかった

のが日経であり，記事数に約 2 倍の開きがある．

ただし記事の分類を見ると，「政治的要請の伝

達」が最も多く，次いで「非喚起報道」と「専

門知の強調」がほぼ同数であるという記事数の

割合は各紙とも概ね共通しており，報道姿勢に

大きな差は見られない．また，「メディア主導の

喚起」の記事の割合は，最も割合の多い産経で

も約 2 割と少数であり，新聞報道が自ら読者に

表 1　フェーズ 1における各紙記事の分類結果
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自粛等を呼びかける記事は決して多くなかった

ことが確認できる．このため本フェーズでは，

「接触 8 割減」という政府の掲げた要請を，各新

聞紙が論評や反駁を加えずに記事で繰り返し引

用し，その社会的認知を高める役割を担ってい

たと考えられ，「目標の社会的認知」が中心的な

アジェンダになっていたと考えられる．

　なお，この期間の終わり近い 4 月中旬には，

西浦博・北海道大学教授（当時）による数理モ

デルに基づく予測感染者数や死亡者数の発表を，

各紙とも比較的詳細に報じている［43］．このほか，

公衆衛生や感染症対策の専門家による発言や，

医療現場のひっ迫状況を紹介する医師や看護師

の発言等を引用した記事が多く見受けられた．

本研究で「専門知の強調」に分類している上記

のような記事は，「接触 8 割減」という政策的目

標に後付けで根拠を与え，その正当性を補強す

るような役割を担ったものといえる．ただし日

経のみ，緊急事態宣言前の 4 月 4 日に西浦教授

による感染者数予測の試算をいち早く取り上げ，

「欧米に近い外出制限を」という行動自粛を強く

喚起するような表現を用いている［44］．

4.2.2　�フェーズ 2（4月 20 日～5月 3日）：�

「未達状況の社会的確認」

　4 月下旬から 5 月初めの時期に特に顕著に見

られたのは，繁華街や主要駅等の人出データを

携帯電話の位置情報を用いて収集し，コロナ禍

以前と比べてどの程度人出が減少したのかを数

値で表現する記事である．人出データは専門家

会議の分析対象になっていたほか，複数の民間

企業も独自にデータを収集・公表しており，こ

れらの数値が紙面に頻繁に登場している．こう

した数値は，4 月中旬までに社会的に共有され

た「接触 8 割減」の目標と比較され，当該目標

に照らして達成度が不十分であることを強調す

る言説が多く見られた．

　さらに，「接触 8 割減」という目標が未達であ

るという言説は，ゴールデンウィークの過ごし

方や緊急事態宣言の延長に向けた議論へと接続

していく．たとえば 4 月 22 日には，専門家会議

による厳しい現状認識を踏まえ，首相の記者会

見では大型連休を自宅で過ごすよう人々に呼び

かけており，これは複数の紙面で言及されてい

る［45］．また，緊急事態の延長の必要性をめぐっ

ては「自粛疲れ」や経済とのバランスから慎重

な声も多く聞かれたが，政府においては「接触

8 割減」が未達であるという点が延長の主な根

拠として用いられ，新聞紙上でも同様の言説が

見られる［46］．

　上記のようにフェーズ 2 においては，人出デ

ータと「接触 8 割減」目標とを比較して，その

減少幅が目標に達していないことを繰り返し確

認するというパターンが顕著に見られたため，

このアジェンダ設定を「未達状況の社会的確認」

と名付けた．

　全体の傾向としては，表 2 に示すように，「非

喚起報道」に分類される記事が約 3 分の 1 を占

め，次いで「専門知の強調」と「政治的要請の

伝達」が数の上で拮抗している．新聞紙別にみ

ると，読売や毎日は人出データとともに政治家

や専門家の発言を交えて人々の外出自粛等を促

す記事が多い一方，日経や朝日は「非喚起報道」

が多く見られるなど，若干の差も見受けられる．

特に日経では，人々の行動喚起よりも，政府や

自治体に対する政策的主張に焦点を当てた記事

が散見された［47］．

4.2.3　�フェーズ 3（ 5 月 4 日～6 月 30 日）：�

「『8割』の社会的検証」

　5 月 4 日に緊急事態宣言が延長されて以降，

「接触 8 割減」を含む記事の数は急速に減少して

いく．また，外出自粛等の呼びかけを含まない

「非喚起報道」が全体の半数以上を占め，「専門
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知の強調」や「政治的要請の伝達」に分類され

る記事の数は顕著な減少を見せる．こうした報

道の変化は，緊急事態の延長に伴って，それま

での「科学」に基づく応急的対応としての「接

触 8 割減」から，COVID－19 と緩やかに共存す

る「新しい生活様式」へと，政策の重点が変化

していく状況を反映したものと捉えられる．実

際，専門家会議の提言は，4 月に強調されてい

た「人との接触を8割減らす，10のポイント」［48］

から，5 月に入ると「『新しい生活様式』の実践

例」［49］へと，その表象が変化している．

　上記のような政策的文脈の変化は，専門家会

議の役割や位置づけに対する見直しの言説を誘

発する．数理予測モデルを根拠として科学的側

面が強調された「接触 8 割減」とは異なり，「新

しい生活様式」の表象は，感染症対策や疫学と

いった個別分野の専門性には還元されない，生

活の全体性や複雑性を否応なく想起させる．こ

のことが，限られた専門家のみが生活全般を規

定しようとすることへの抵抗感を生み，専門家

会議に対する見直し言説を後押ししたとも考え

られる．

　さらに 5 月中旬以降，緊急事態宣言が段階的

に解除されるなか，専門家会議の立ち位置が社

会的に争点化し始める．緊急事態宣言は，5 月

14 日には 39 県で，5 月 21 日には関西圏で，5

月25日には全国すべての地域で解除となり，「第

1 波」2）が過ぎ去ったという社会的現実が構築さ

表 3　フェーズ 3における各紙記事の分類結果

表 2　フェーズ 2における各紙記事の分類結果
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れていく．事態がひとまず落ち着きを見せるな

かで，緊急事態宣言中に専門家が果たした役割

や課題を振り返り，危機時の振る舞いを事後的

に検証しようとする機運が生じる．表 3 に示す

ように，5 月下旬から 6 月にかけ，多くの記事

が「事実報道」に分類されているが，ここには

専門家会議の役割や位置づけを検証するものが

多く見られる［50］．これらの記事は，もはや「接

触 8 割減」に向けて人々の行動を促すような表

現は含まず，専門家と官邸との関係や意思決定

における専門家の役割といった，科学と政治と

の間の境界画定作業（boundary work）［51］のあ

り方を考察する長文の記事が目立つ．そのため

本フェーズにおける中心的なアジェンダには，

「『8 割』の社会的検証」という名称を与えた．

4.3　“media hype”はあったといえるか？

　ここで，本研究の主要な問いの一つである

「『接触 8 割減』を報じた記事は，人々の行動を

強く喚起するような表象を帯びていたか？」に

ついて考察する．表 1～表 3 から明らかなよう

に，フェーズ 1 では人々の自粛行動を促すよう

な表現を含む記事（分類 2・分類 3・分類 4 の合

計）が約 8 割を占め，なかでも「政治的要請の

伝達」という分類が顕著に見られた．しかし，

その割合は徐々に減っていき，フェーズ 3 では

そうした表現を含まない「非喚起報道」が 6 割

を占めている3）。

　図 5 は，全期間を通じた各紙の記事分類割合

を示したものである．朝日や日経は「非喚起報

道」の割合が多い一方，毎日や読売は「政治的

要請の伝達」が最多を占めるなど，新聞社に応

じて若干の違いが見られる．

　3.2 に述べたように，“media hype”の観点

から注目すべき点は，「メディア主導の喚起」の

割合であろう．新聞メディア自身が読者に対し

て自粛行動等を強く呼びかける記事がこれに該

当するが，産経を除く 4 紙では，いずれも 10％

に満たない．一方，「メディア主導の喚起」が最

も多かった産経では，政治の出すメッセージに

沿いつつも，メディア自身が主語となって国民

に向けた協力を強く要請する言説が散見された

ほか4），「街の声」に分類される読者投稿にも他

の読者への強い呼びかけ表現が見られるなど［52］，
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図 ５　対象期間における各紙記事の分類結果
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他紙とは異なる特徴が見出された．

　ただ，「メディア主導の喚起」が最も多かった

産経でもその割合は約 16％にとどまっており，

決して支配的とは言えない．新聞記事に含まれ

ている「行動喚起表現」の多くは政治家や専門

家を発話主体としており，メディア自身が独自

に読者に対して強く働きかけるような表現は少

なかったことを意味する．そのため，日本の「接

触 8 割減」をめぐる新聞報道においては，少な

くとも分析対象とした全国紙では，メディアが

過剰に不安を煽る“media hype”は確認され

なかったと言える．

　このことは，フェーズ 3 の「『8 割』の社会的

検証」における検証の対象とも関わりがあると

考えられる．選挙に関する政治報道のように，

メディア報道と人々の態度との間に強い相互作

用が措定される場合，メディアが自身の報道の

立ち位置等について自己言及的に振り返る

“metacommunication”と呼ばれるパターンが

観察されている［53］．感染症をめぐるメディア報

道においても，例えば 2009 年鳥インフルエンザ

の後には，報道が過剰だったのか否か，メディ

ア自身の責任はあるか，といった自省的な内容

の報道が英国の新聞メディアで見出されてい

る［54］．一方，COVID－19 をめぐる新聞報道で

は，メディアによる検証の対象は専門家会議の

役割や議事録の問題，政治家のリーダーシップ

などに向けられ［55］，メディア自身による自己言

及的な視点はほとんど観察されなかった．これ

は上述のように，当該期間中の新聞報道が抑制

的であり，産経以外の新聞では，新聞社あるい

は記者の独自の主張として人々に強く呼びかけ

るような記事が少なかったことと関係している

可能性がある．上記の鳥インフルエンザと

COVID－19 とでは感染者数や社会的影響に大き

な差があるため単純な比較はできないが，危機

後の検証が向けられる対象が既存研究の知見と

大きく異なっている点は，今回見出された新た

な特徴といえる．

5．考察

　前章で同定したアジェンダを踏まえ，これが

周辺化・不可視化した論点や，COVID－19 対応

に与えた影響等について考察する．

5.1　「接触8割減」の無批判的な受容

　「接触 8 割減」を直接・間接に促す記事が数多

く見受けられた一方で，「接触 8 割減」目標自体

の妥当性や必要性について問い直すような記事

は，緊急事態宣言の期間中にはほとんど見当た

らなかった．WEB メディアも含めた情報空間

の一部には，「接触 8 割減」が過剰反応であり社

会生活への不要な制限を課すものだとの批判も

早くからみられるなか5），新聞メディアがこう

した批判を正面から取り上げず，政治的な立ち

位置の差を問わず，政府の掲げる目標の実現を

後押しするような記事を発信し続けていた点は，

興味深い現象である．

　政府の掲げた目標が人々に広く受け入れられ，

その目標に沿った形での人々の行動を引き出す

かどうか―いわば「社会的目標」として共有

されるかどうか―は，必ずしも自明ではなく，

その過程には複雑な要因が絡みうる．比較的抵

抗なく「社会的目標」として受け入れられた例

としては，東日本大震災直後の電力不足を受け

た政府からの節電要請が挙げられる．この要請

は法的強制力を持つものではなかったが，多く

の人々が節電を意識した行動を行い，実際に

2011 年夏の東京電力管内の家庭における電気使

用量は，前年比で平均10％減少している［56］．一

方，総務省は 2013 年からテレワークの普及・促

進に向けた取り組みを行い，2020 年までに「テ

レワーク導入企業数 3 倍（2012 年比）」や「雇

用型在宅型テレワーカー数 10％以上」等の具体
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的な数値目標を掲げていたが［57］，コロナ禍に見

舞われるまでは，政府の描いた工程表と民間で

の取り組みの進捗状況との間には大きな乖離が

あり，「社会的目標」として広く共有されていた

とは言い難い．感染症対策の分野でも，例えば

インフルエンザ対策では，ワクチンの予防接種

を毎年のように政府が呼びかけているが，接種

率の低迷が長らく課題とされてきた［58］．このよ

うに，政府の掲げた目標が「社会的目標」とし

て共有され，実際に人々の具体的な行動につな

がるかどうかは，必ずしも直線的な関係にはな

く，その過程においてはメディアの果たす役割

も少なくないと考えられる．

　上記の観点を踏まえて「接触 8 割減」の報道

を考察すると，政府の掲げた目標は，その妥当

性や必要性を問い直すような批判を伴わずに報

道され，いわば円滑に「社会的目標」として位

置づけられた点が特徴的である．目標に対して

異を唱えるような対抗的視点は明示的には取り

上げられず，各紙とも「接触 8 割減」自体は当

然のこととして報道している．新聞社の論調に

違いがみられるのは，目標に対する態度ではな

く，いかにしてこれを効果的に実現するかとい

う政策手段の点である．例えば，安倍政権を一

貫して支持してきた保守色の強い産経は，改憲

も含めた強制的手段による効果的な目標実現を

志向する一方［59］，リベラル色の強い朝日や毎日

は，強制的手段をとることで侵害されかねない

人権上の懸念に着目して論陣を張っている［60］．

　一部の WEB メディアで 4 月上旬から既に論

点化されていたように，「接触 8 割減」の意味，

効果，必要性等について，議論すべき余地がな

かったわけではない．例えば，「接触 8 割減」の

「接触」の意味は多義的な解釈を伴うものである

し，実際に複数の定義が示されている6）．しか

し，これらは新聞メディアにおいて若干の言及

はあったものの支配的な論点とはならず［61］，目

標自体の妥当性に関する議論に結び付くことは

なかった．すなわち，緊急事態宣言とともに登

場した「接触 8 割減」は，新聞メディアでは所

与のものとして扱われ，且つ，その実現に向け

た「行動喚起表現」を含む記事が繰り返し書か

れることで「社会的目標」として位置付けられ，

読者の外出自粛等を強力に促す効果をもった可

能性がある．

　加えて，数値目標が本来何のために掲げられ

ているのか，という視点を伴った記事もほとん

ど見られない．明確で具体的な目標設定の重要

性や有効性は，公共政策に限らず教育やビジネ

スなどの幅広い分野において論じられてきた7）．

しかし，数値目標は多くの場合，何らかの大局

的な目標の代理指標（surrogate）に過ぎない

ものであるが，定量的表象の帯びる明確性や客

観性ゆえに政治的・社会的注目が数値のみに集

まりがちで8），本来の上位目標をめぐる議論は

しばしば後景化する［62］．「接触 8 割減」も，本

来は感染拡大の防止や緩和といった大きな政策

目標の代理指標であり，また繁華街等における

人出のデータは「接触」のさらなる代理指標で

あるはずだが，多くの報道は上位目標への言及

を欠いており，「接触 8 割減」あるいは人出デー

タ自体を政策目標と同一視している言説が多く

見られた．

　さらに，飲食店等の営業自粛に対する補償は

社会的論点の一つとなり，また東京都と周辺県

や政府との間で政治問題となったが，これは「接

触 8 割減」を実現する手段のあり方をめぐる論

争という形で報じられ，「接触 8 割減」という目

標自体の妥当性については主要な政治的争点と

ならなかった．4 月 8 日の二階俊博・自由民主

党幹事長による「（著者注：接触 8 割減なんて）

そんなことできるわけがない」という発言を各

紙とも伝えてはいるが9），いずれの記事も同氏

の発言を引用した短い記事にとどまり，それに
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ついての論評や他のアクターの見方を述べてい

ない点は，目標自体が政治的争点化を免れたこ

とを象徴しているといえよう．

5.2　「科学」としての「接触8割減」

　目標の無批判的な受容には，「接触 8 割減」の

必要性が「科学的」なものとして表象されたこ

と，すなわち政治的目標というよりも，「科学」

に基づく妥協の余地のない数値目標として描か

れたことが関わっていると考えられる．なかで

も数理的シミュレーションに基づく感染者数の

予測は，科学的方法論に基づく直接的な根拠と

して，どの新聞社の紙面においても強調されて

いる．このように「接触 8 割減」が「科学的に」

必要なものとして報道されることは，強制力を

もった「ロックダウン」の必要性に関する議論

を回避することにつながった可能性がある．

　自粛であれ強制的な手段を通じてであれ，「接

触」を 8 割減少させることが感染拡大の抑止の

ために「科学的に」必要であるとの表象は，

COVID－19 への対処における専門知―特に数

理モデルを基盤とした理論疫学―の重要性を

強調するのと同時に，社会的・経済的影響等の

考慮を後景化させる．Polleri（2020）は，福島

原発事故に由来する廃棄物の問題や事故後の原

子力政策をめぐる日本の言説を分析した上で，

日本が社会的・政治的な難題に直面したとき，

それを政治的な熟慮や選択の対象ではなく，科

学的に分析し答えるべき問いとして「脱政治化」

し，政治的論争を避けようとする傾向を批判的

に論じる［63］．「接触 8 割減」も，社会的に実行

可能な選択肢のなかから政治的な熟慮によって

選び取った施策という形ではなく，数理的予測

に基づく科学的必然として表象されている．そ

して，目標を現実の施策に落とし込む上での実

行可能性や様々な社会的・経済的影響は，意思

決定が行われる前に十分な検討が尽くされたと

は言い難く，目標が設定された後になってから，

その実現方法に局限化した議論が展開されるこ

ととなった．

　社会的表象理論では，多くの人にとって未経

験で新奇の事象が立ち現れたとき，それに名称

を与え，身近な事象と結び付けて説明を試みた

り，科学的知見や専門知を動員して解釈枠組み

を設定したりする過程に焦点を当てる［64］．法的

強制性を伴う外出制限による欧米諸国のアプロ

ーチと，目標を設定した上で自粛を強力に促す

日本のアプローチとは，結果として多くの人々

が外出行動を控えざるを得ないという観点にお

いては共通点も多いが，2 つの表象が喚起する

社会的な意味付けは異なりうる．強制的手段を

用いて私権を大幅に制限する「ロックダウン」

という表象が強い政治性を持つのに対し，数理

予測に基づく「接触 8 割減」は「科学」という

表象を色濃く帯びる．2020 年 3 月以降，新聞や

テレビを含む多くのメディアが，強力な「ロッ

クダウン」政策をとっている諸外国の様子を繰

り返し伝えるなかで，日本における「ロックダ

ウン」の必要性が社会的に大きな関心事の一つ

となっていた．特に，3 月 23 日の記者会見で小

池百合子・東京都知事が「ロックダウン」の可

能性に言及した直後から，様々なメディアにお

いて賛否両論の言説が飛び交った．こうした情

報環境のなか，政治性の強い「ロックダウン」

とは微妙にずれた形で，科学的色彩を帯びた「接

触 8 割減」という目標が示されたことが，その

目標自体を批判的に論ずるような視点を顕在化

しにくくさせたと考えられる．

　Schön は，社会政策における本質的な困難は，

問題の解決策の選択よりも問題の切り口（フレ

ーミング）をめぐる闘争にあると指摘する［65］．

日本の COVID－19 対応では，専門家・政治家・

メディアがそれぞれ「科学」を強調した形で「接

触 8 割減」という目標を描くことで，それが戦
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略的なものかどうかは議論の余地があるものの，

問題認識の枠組み自体をめぐる政治的闘争を回

避しつつ人々の協力行動を求めるという道筋が

選び取られたとの見方も可能だろう．これが結

果的に感染拡大の抑制に寄与した（ように見え

る）ことは，少なくとも感染者数の抑制という

観点からみれば，「成功」であったとの評価も成

り立つ．しかし，その最終的な評価には，問題

の「科学化」により不可視化・周辺化された論

点の重要性も含め，意思決定の過程とその帰結

を包括的にみた上で丁寧な検証が必要だろう．

5.3　圧縮された日常性への眼差し

　社会問題や公共政策をめぐるメディア報道で

は，当該問題の責任を誰に帰属させるかという

点が焦点化しやすいことが知られている［66］．公

衆衛生や感染症のメディア研究においても，ウ

イルスや病原体そのものに加え，特定の個人や

集団に対して問題の責任を帰属させる表象がし

ばしば観察される［67］．

　COVID－19をめぐる日本の新聞報道でも，「接

触 8 割減」を達成する上での障害として「夜の

街」を表象している記事が散見され，これを責

任帰属の一形態と見なすことは可能だろう．特

に，4 月 7 日に改定された政府の基本的対処方

針に「夜の街」という表現が入ったことを受け，

接客を伴う飲食店の利用自粛要請を紹介する記

事が複数見られた［68］．「夜の街」という表象に

対しては既に様々な立場から批判が出されてお

り［69］［70］，これは SARS や HIV をめぐるメディ

ア 表 象 研 究 で 指 摘 さ れ て き た「 他 者 化 」

（othering）とも呼応する［71］［72］．ただ，本研究

で分析対象とした範囲では「夜の街」を明確な

非難の対象とする記事は少なく10），逆に「自粛

警察」への批判や社会的包摂の重要性を強調す

る主張が目立った［73］．

　むしろ特徴的なのは，「未達状況の社会的確

認」のアジェンダ設定において，非難対象を明

確化することなく，削減割合の「数」としての

不足が強調されていた点である．ここでは個々

人の生活上の必要性や利便性といった点は捨象

され，「人出の減少幅が X ％にとどまっている」

という形で特定の主体に責任を帰属させること

なく，社会全体として自粛行動が目標に達して

いないという含意を持つ．

　「接触 8 割減」の持つ解釈的な多義性が示すよ

うに，人々の不定形な日常生活を「接触」の回

数や時間という形で数値化することは困難であ

る．公共政策では一般に，本来的に定量化や数

値化に抗するような事象を，専門知や行政的手

法を駆使して管理・操作可能な対象とし，政策

が介入すべき点を特定したり，その効果を可視

化したりすることに努力を注ぐ．一方で，数値

化の過程で捨象された側面は，政策的考慮の埒

外に置かれがちとなる［74］．「8 割」という目標

に照らしての達成状況に焦点を当てたアジェン

ダ設定は，人々の外出自粛を促すという果実を

生む一方，日々の生活の持つ曖昧さや複雑さを

一つの数値に圧縮し，不可視化してしまう危う

さも持つ11）．

　表 1～表 3 に示したように，「街の声」に分類

される記事が数は多くないものの継続的に見ら

れることは，こうした日常生活の捨象に対する

ジャーナリズムとしてのバランス感覚の表れと

も捉えられる．一方では科学的表象や「数」の

側面が強調されつつ，そこから零れ落ちる日常

性を想起させるメディア表象が併存している点

は，「科学」としての「接触 8 割減」に対するメ

ディア自身の，そして多くの読者の疎外感が反

映されていると見ることも可能だろう．

5.4　専門知の持つ不定性の不可視化

　前述のように多くの紙面に科学的表象が登場

する一方で，「接触 8 割減」の根拠とされる数理
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予測の持つ不確かさや専門知の不定性（incerti-

tude）［75］については，十分な焦点化がなされた

とは言い難い．

　例えば，4 月 12 日から 16 日にかけ，各紙と

も西浦教授による感染症数理モデルを用いた予

測試算結果を報じている．接触減の実現の程度

に応じて，8 割減の場合には感染収束まで約 1

か月，7 割減の場合は約 2 か月，6 割減の場合に

は新規感染者が平行線をたどる，といった形で

幅を持たせた記述となっている［76］．しかし，こ

れはあくまでも政策的介入の強度を変数とした

場合の幅であり，モデルが依って立つ基本的想

定の不確かさに着目したものではない．たとえ

ば，上記シミュレーションにおける主要な仮定

の一つである「実効再生産数」は，欧州の感染

者数データからの推計をもとに 2.5 とされてい

る．この数値はあくまでも推測を含んだ仮定で

あり，且つ，シミュレーションの結果全体に大

きく効いてくる要素であるが，その推測過程に

おける不確かさや，これを支える知見の「強度」

（strength）［77］については，どの記事も言及して

いない．国内の状況を踏まえた実効再生産数の

推定値に触れた記事もあるが［78］，その場合に予

測される感染者数や死者数がどの程度変わるの

か，「接触 8 割減」の目標設定にどのように影響

するのか，といった論点は等閑視されている．

　さらに，上記の試算に基づき，仮に感染拡大

防止策を全く行わなかった場合には国内で約 85

万人が重症化し，そのうち約 42 万人が死亡する

との試算結果を，5 紙すべてが報じている［79］．

同時に，接触 8 割減の対策を講じた場合の死亡

者数予測を西浦教授が試算中であり，後日公表

予定であるとの報道もあるが［80］，その具体的な

試算値を報じた記事は，少なくとも本研究での

分析対象期間中には見当たらなかった．この「42

万人死亡」という試算値には無対策の場合とい

う留保がつけられてはいたものの，他のメディ

アでも繰り返し言及され，最悪の場合にはこれ

だけの死者を伴うかもしれない恐ろしい疫病で

あるというイメージを，多くの人々の間に喚起

したものと推測される．

　過去の感染症対応においては，恐怖を喚起す

るような死亡者数の予測値を初期の段階で専門

家が公表し，その数値を大幅に下回る形で感染

が収束すると，当該専門家やその予測シミュレ

ーションに対して批判が寄せられる事例がみら

れる．例えば，2005 年の鳥インフルエンザはア

ジアから始まったが，英国でも 1918 年のスペイ

ン風邪と同程度の死者が出るかもしれないとい

った警告的な予測が出された．結果的に英国へ

の影響は限定的なものにとどまったため，「役立

た ず の 破 滅 的 予 言 」（ useless predictions of 

doom）などの激しい批判が複数の新聞紙上で

展開されている［81］．今回の日本の事例でも，数

理予測シミュレーションやそれを主導した西浦

教授が意図的な恐怖喚起キャンペーンの一翼を

担ったのではとの批判が，主として週刊誌や

WEB メディア上で盛んに展開された［82］［83］．一

方，新聞メディアでは，記事中で数理予測に批

判的な論者の意見を参照することはあって

も［84］，新聞報道全体を見れば「接触 8 割減」や

西浦教授への批判は決して支配的とはいえな

い［85］．

　具体的な数値目標の設定をめぐり「7 割減」

と「8 割減」との間で駆け引きがあったことは，

4 月上旬から WEB メディアで盛んに言及され

たが［86］，新聞紙面でも件数は少ないながら紹介

されている［87］．この 7 割－8 割論争は，予測シミ

ュレーションの持つ不確かさや，数理的予測と

政治的な意思決定の間にある必然的な距離感を

認識する機会ともなりえたはずであった．しか

し新聞メディアにおいては，政治家の主張する

「7 割」に対して「8 割」は科学的に必要な数値

として描かれ，「接触 8 割減」の持つ「科学性」
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をむしろ強化した可能性がある．

　5 月中旬以降の「『8 割』の社会的検証」にお

いても，専門知の不定性は不可視化され続ける．

この時期の記事には科学と政治の境界を問い直

すような内容を含むものもあるが，その多くは

専門家会議の位置づけや議事録問題，政治家の

リーダーシップに対して向けられた考察や批判

であり［88］，感染症数理予測モデルを核とした専

門知がどう構築されているのかという点には焦

点が当たっていない．COVID－19への対応が「科

学的」に解けるものではなく科学と政治とが複

雑に絡み合った問題である一方，日本の新聞報

道では「科学／政治」という二分法を前提とし

た上で，専門家は「客観・中立の立場から誠実

に分析や提言を行う」［89］役割を担い，それを尊

重して政治が判断を行う，という図式がしばし

ば理想像として描かれる．科学技術社会論やリ

スク・ガバナンス論の知見が示すように［90］［91］，

科学と政治との分離不可能性という問題の性質

自体に由来して，専門知の生産・活用過程に政

策的意図や分析者の価値判断が不可避的に入り

込むことを考慮した上で，適切な助言と意思決

定のシステムをいかに構築していくべきかとい

う視点は，依然として等閑視され続けている．

　気候変動問題をめぐる日本のメディア言説空

間では，政策と不可分な科学であるはずの気候

科学の知見が価値中立な科学的事実として扱わ

れ，そこに付随する不確かさは排除されてきた

ことが指摘されている［92］．「接触 8 割減」を導

いたとされる専門知の不定性への言及が新聞報

道でほとんど見られなかったことは，日本のメ

ディアに従来から観察される傾向が，今回も踏

襲されたに過ぎないものと見るべきだろうか．

あるいは，専門知の不定性に言及することで

人々の不協力を招くかもしれない，という新聞

社や記者の戦略的な判断が働いた結果と捉える

べきだろうか．気候変動問題をめぐる米国メデ

ィアの分析では，専門家の主張が分かれている

場合にその双方の意見をともに取り上げること

でバイアスを防ぐというジャーナリズムとして

の規範が，米国における温暖化懐疑論の伸張に

寄与したとの見方がある［93］．また，温暖化人為

起源説の「不確かさ」が一部の産業界等のアク

ターによって戦略的に強調・動員されたことが，

気候変動の緩和に向けた人々の行動変容を抑止

することにつながったとの主張もある［94］．今回，

米国をはじめ欧州や豪州など多くの国々で「反

ロックダウン運動」や「反マスク着用運動」が

展開されたことにも鑑みて，日本の新聞メディ

アは専門知の不定性への言及を「自粛」したと

見るべきなのだろうか．

6．まとめ

　本研究では，新聞報道の内容分析を通じ，「接

触 8 割減」が多くの記事において無批判に言及

されてきたことと，それが等閑視したものや不

可視化したものを明らかにしてきた．

　緊急事態宣言の初期に相当する 4 月 19 日まで

は，政府の唱える「接触 8 割減」という目標が

繰り返し紙面に登場し，「8 割をいかに実現する

か」に焦点を当てた記事が多く見られた．この

「目標の社会的認知」というアジェンダ設定で

は，数理的手法に基づく予測感染者数の動向が

「8 割」の根拠として強調されるなど，「接触 8

割減」が科学的に導かれた必然として表象され，

当該目標の必要性や妥当性を問うような対抗的

な視点は不可視化されていた．このことは，当

該目標をめぐる政治的論争を回避しつつ，人々

の外出自粛を促すことに寄与した可能性がある．

　次いで，緊急事態宣言の延長をめぐる議論が

盛んになる 5 月 3 日までの期間は，繁華街や主

要駅の人出データが「接触 8 割減」の代理指標

として盛んに注目され，目標値を達成していな

いという点が繰り返し強調された．この「未達
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状況の社会的確認」というアジェンダ設定でも

「接触 8 割減」自体は所与のものとして扱われ，

これに照らして社会的な努力が不足していると

いう表象が特徴的に見られた．一方で，「街の

声」を紹介する記事も継続的に見られ，ここに

は「接触 8 割減」という「科学」に基づく目標

に圧縮されてしまう日常の不定形性や複雑性へ

の眼差しが反映されていると解釈できる．

　5 月 4 日の週を境として，緊急事態宣言は継

続しているものの，「接触 8 割減」は新聞メディ

アにおいて急速に語られなくなっていく．この

時期は，「接触 8 割減」から「新しい生活様式」

へと政府のメッセージの中心が置き換わってい

く時期にあたる．これ以降の「『8 割』の社会的

検証」というアジェンダ設定では，専門家会議

の役割や位置づけの検証など，科学と政治との

境界画定作業への注目が集まる一方で，「科学／

政治」という二分法の前提は維持されたまま，

数理的予測を核とする専門知自体の不定性は不

可視化され続ける．

　なお本研究では，新聞メディアにおける表象

に着目し，アジェンダ設定の部分に焦点を当て

て分析を行ったため，これらのアジェンダを読

者が実際にどのように受け止めたのか，人々の

行動変容において新聞を含むどの情報源が影響

を与えたのか，といった点は明らかにできてい

ない．2020 年 3 月時点での調査であるが，地元

自治体の首長が発する警告が住民の行動変容に

最も影響したとの結果もあり［95］，新聞報道と行

動変容との関係を明らかにすることは今後の課

題の一つである．

　また，本研究における記事のコーディング作

業では，分析者 3 名がそれぞれコーディングを

実施し，意見の相違があった場合には合意する

まで個別に議論を重ねるという方法をとったが，

分析者 3 名はいずれも同一学部に所属しており

多様性に欠けるため，バイアスを含んだ分類に

なっている可能性がある．

　加えて，本研究の内容分析では，1 つの記事

を必ず 1 カテゴリに分類した．これは，日本で

は危機管理やリスク管理の意思決定の責任が曖

昧化しやすいとされること［96］，また COVID－19

への対応についても既にそうした指摘があるこ

とを踏まえ［97］，新聞記事上の言説の主語を可能

な限り明確化しようとする意図に基づいている．

ただし実際のコーディングの過程では，複数の

発話主体が混在する記事や，発話主体の特定が

困難な記事もあった．Krippendorff のα係数が

0.8 に満たなかったのは，そのような記事を 1

つのカテゴリに分類する際，分析者間で解釈が

分かれたことが影響していると考えられる．そ

のため，1 つの記事に複数のコードを与える形

で内容分析を行った場合には，意思決定や発話

主体の曖昧さという観点から興味深い示唆が得

られる可能性もある．

　さらに，本研究の内容分析では記事数を指標

として分析を行ったが，文字数や紙面のレイア

ウト，写真や図表を含めた記事の面積，新聞全

体の構成における記事の位置等，“formatting 

device”［98］に着目した分析も可能である．その

場合，例えばフェーズ 2 では，繁華街の人出デ

ータに言及した短い記事が比較的多かった一方，

フェーズ 3 では，記事数は少ないものの，危機

時の検証を行う記事には文字数が相当に長いも

のも含まれており，本研究の分析とは異なる示

唆を見出しうるかもしれない．

　こうした限界はあるものの，本研究では「接

触 8 割減」をめぐる新聞報道に特徴的なアジェ

ンダ設定を明らかにし，それが COVID－19 の対

応に与えた影響を考察した．考察を踏まえれば，

価値中立な「科学」に基づく妥協の余地のない

解として「接触 8 割減」が表象されたことが，

人々の外出自粛等を促す一方，これを阻む者は

「科学」に従わない非合理的な存在と見なされ，
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「自粛警察」のような現象を生む要因の一つにな

った可能性がある．逆に，専門知の不定性を踏

まえた上で，「我々あるいは我々の代表者が熟考

の末に現在の政策を選び取った」という社会的

な意味付けが行われれば，科学即政策という直

線的で硬直的な認識を緩和させ，社会的排除に

つながる行動の抑制に貢献しうるとの示唆も導

かれる．

　4.3 に述べたように，「行動喚起表現」の有無

とその発話主体による記事の分類に基づいて，

本研究では“media hype”が観察されなかっ

たと考察した．この結果を踏まえれば，メディ

ア報道が過剰な恐怖を煽ったのではないかとの

言説に対して，少なくともメディア報道が公衆

衛生当局による情報に基づいていたかどうかと

いう観点からは，反駁が可能であろう．しかし，

前章で考察した専門知の不定性をも考慮に入れ

た場合には，さらなる検討を要するかもしれな

い．公衆衛生当局の出す情報や，専門家による

数値予測の結果等が，不定性についての十分な

言及を伴っていない場合，これらをメディアが

無批判に引用して報道することで，メディア自

身にその意図が無かったとしても，結果的に

“hype”の形成に寄与してしまう可能性がある．

　ここからは，パンデミックのような危機時に

あって，意思決定を支える専門知の不定性をど

のように開く（opening up ）［99］べきなのか，そ

のなかでメディアはどのような役割を担うべき

か，という論点が浮上する．近年の科学技術社

会論やリスク・コミュニケーション研究におい

ては，少なくとも規範的には，社会的意思決定

やリスク評価・リスク管理を支える専門知の不

定性を適切に開示し，公共的議論の俎上に載せ

ることが望ましいとされる［100］．公衆衛生の緊

急事態でも，分かっていることと分かっていな

いことを共に組み込んだ上で戦略的なコミュニ

ケーションを行うことが重要とされてきた［101］．

COVID－19 をめぐるリスク・コミュニケーショ

ンにおいても，不確かさに着目することの重要

性が指摘されている［102］．

　しかし，実際のコミュニケーション場面にお

いて，不定性を具体的にどのように表象するの

かという点は難題であるし，その効果に対する

見方は分かれている．科学的知見の不確かさを

開示することは専門家の信頼を損なうことにつ

ながらないとの研究結果がある一方［103］，逆の

結果も示されている［104］［105］．

　加えて，WEB メディアでは 4 月中旬から数

理予測の不定性をめぐる議論が活発化していた

のに対し，新聞メディアではこれが争点化しな

かった点に鑑みると，メディア環境全体の布置

のなかで，伝統的な新聞メディアが果たしうる

役割は何かという論点も浮上する．刻々と知見

が変わりうる状況において，専門知の生成・構

築過程への焦点化をめぐるメディア間の役割分

担は，今後の重要な検討課題の一つであろう．
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注
（ 1 ） 使用したオンライン DB は，以下の通りであ

る：『ヨミダス歴史館』（読売），『聞蔵 II ビジ
ュアル』（朝日），『毎索』（毎日），『日経テレ
コン』（日経），『産経新聞データベース』（産
経）．

（ 2 ）何を「第 1 波」と見なすのかについても複数
の言説がある［106］．

（ 3 ） 本研究のコーディング作業では，記事におけ
る地の文と引用文との区別が明確ではなく，
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政治家や専門家の発言なのか，記者自身の主
張なのか，容易には見分けられない記事が複
数あった．分析者 3 名の間で分類結果が異な
った記事には，このような性質を持つものが
多い．海外の新聞報道との比較が必要だが，
文章の主語や発話主体がしばしば曖昧な形で
表現されるということ自体，「接触 8 割減」を
めぐる日本の新聞報道の特徴といえる可能性
がある．

（ 4 ） 例えば，産経新聞 2020 年 5 月 2 日朝刊では，
「みんなの協力が必要だ」「協力の輪に加わっ
てほしい」といった直接的な呼びかけ表現が
多用されている［107］．

（ 5 ） 主に保守系の WEB メディアにおいて，こう
した批判が多く見受けられた［108］．

（ 6 ） 一例として，西浦博教授は，「一人の人が相手
と 1m 以内の距離で 2～3 往復の会話をした
ら，1 接触と数える」及び「一人の人が相手
と握手をしたら，1 接触と数える」と提案し
ている［109］．

（ 7 ） 例えばビジネス分野では，古くはドラッカー
の目標管理（ MBO－Management by Objec-
tive）が著名である．また近年の公共政策分
野では，政策評価等の観点から，明確かつ具
体的な目標設定が重視されつつある．

（ 8 ） 数値の持つ権力性や現実に作用する影響力に
ついては，社会学や科学技術社会論等の分野
で多くの論考がある［110］．

（ 9 ） 例えば，この発言を伝える朝日新聞 2020 年 4
月 9 日朝刊は，4 面の 214 文字と，ごく小さ
い扱いの記事である［111］．

（10） 本研究は「接触 8 割減」を含む新聞記事のみ
を分析対象としているため，「夜の街」のメデ
ィア表象の全体像を的確に捉えきれていない
可能性がある．

（11） 本稿では紙幅の制約上深く論じられないが，
こうした視点はフーコーに端を発する「統治
性（governmentality）」や「生権力（biopoli-
tics ）」に基づく批判とも通底しており，
COVID－19 もこのような観点から論じられつ
つある［112］．
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